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地域主権部会 伊藤 嘉高 

（山形大学大学院 医学系研究科） 

「防災コミュニティの条件」 
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•地域単位での災害弱者支援、 

防災コミュニティの形成は 

いかにして可能となるのか 

 
※ 「国や行政はあてにならない」というけれども、 

  もちろん、政府や行政の責任逃れは許されない 

  

 



町内会はもう限界！ 

良識ある一部の高齢役員層に大きな負担が…… 
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さらに、防災に関する新たな役割が町内会に…… 

• 2005年、内閣府 「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」 

災害発生時の地域での弱者支援には、町内会・自治会などの地域
自治組織、自主防災組織などの共助による「要援護者支援」が力を
発揮すると想定。 

そのために、要援護者がどこに住んでいるのか、どのような支援を必
要とするのかなど、日頃から地域で情報を集め理解を深め災害に備
えておくことが重要。 

各市町村は、町内会に対して自主防災組織の結成を強く促すとともに、
災害時の要援護者を登録するための制度を策定 
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しかし、行政は「形式」最優先 

→「かたち」だけを整えても実際には機能しない 

•自主防「結成率」にこだわる行政 
 
「ほとんどの自主防災組織は、役員名
簿と避難経路など最低限のルールを
作るだけで終わっている。やっていると
ころでも、災害発生時の避難訓練が
せいぜい。行政はこれで『組織された』
とみなすけれども、実際には8～9割は
機能しないだろう」（千川原さん） 

「共助」の美名のもとに、「地域」に防
災の役割を負わせても、 

制度の形式を満たすために一部の
町内会役員層が苦労するだけ。 
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ほんとうの「防災コミュニティ」とは、 

•上から、「防災」の機能を既存の町内会に押しつけ、
ルールや形式を整えることではなく、 

 

•「防災」を触媒（きっかけ）として、 

人びとのつながりを生みだし、 

制度（形式）やルールではなく、 

そうした人びとのつながりに根ざしたコミュニティを 

新たに生み出すこと 
※ルールや形式は、本来そうしたつながりの結晶体としてある 
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いかにして防災からつながりを生み出すのか 

•大きな「災害」の経験（災害文化）のない地域社会の
なかで、「防災」に対する意識が自然に高まり、 

新たな人びとのつながりが自然に生まれることはない 

（つまり、制度や形式の模倣に終わってしまう） 

災害の経験を有した「部外者」（NPO）の関与・支援が不可欠 

NPO法人ディー・コレクティブ 

代表理事 千川原公彦氏 注目！ 
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ディー・コレクティブの活動の「本義」 
 ―防災を「自分たちの問題」にすること 

•「次につながる防災マップ」： 
行政のハザードマップは「参考資料」 

•「防災福祉マップ」： 
要援護者（災害弱者）支援も防災マップの共同作成のコミュ
ニケーションから生まれる（名簿だけ作成しても×） 

•避難所生活体験プログラム： 
新たな秩序が混沌のなかから生まれる 

「防災マップの共同作成によって、コミュニケーションが 

生まれ、役割が生まれ、ルールが生まれる」という創発性 



10 

したがって、行政が力を注ぐべきことは、 

•自主防災組織、要援護者登録の 

形式的な整備・支援ではなく、 

 

•防災コミュニティの形式（役割やルール）を生み出す
人びとのつながりを触発するための地道な支援。 

具体的には、NPOによる「防災マップの共同作成」や
「避難所体験プログラム」に対する 

さらなる制度的・財政的支援 
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「防災コミュニティ」形成の成功事例 

•川西町NPO法人「きらりよしじまネットワーク」 

事務局長・髙橋由和氏 
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ハリケーン・カトリーナ（2005年） 
復興の際に起こったこと 

•新自由主義の旗手 

ミルトン・フリードマン 

 
「この災害を教育制度を改革する好
機として捉え、公立の学校の復興をや
めて、私立の教育機関を作るべきだ」 

123校の公立学校は4校に減り、私立学校は7校から31

校に増え、地元の教師4,700人が解雇された！ 

災害資本主義： 

災害を契機として、既存の社会システムの正統性を貶めることで、平時
にはとうてい受け入れがたい新自由主義への転換を災害ショックを介し
て暴力的に押し付け、そして利益を強奪するというスキーム。 

N. Klein, 2007, The Shock Doctrine: The Rise of Disaster Capitalism, Metropolitan Books, p.5. 
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日本国民の租税・社会保障負担は重くない 
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（出典）日本：平成22年度予算ベース、諸外国：OECD “National Accounts 1996-2007” 及び同 "Revenue Statistics 1965-2008" 
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今回の震災を契機に、 

勝ち組／負け組を超えた人間に共通する〈弱さ〉を認め 

今日の制度秩序に限界があることを受け止め、 

市場や行政に依存することなく、 

市場や行政をうまく活用できる 

自立的なコミュニティを生み出すことができるのか― 

結論：災害資本主義に対する防波堤としての 

防災コミュニティ 


